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「洪水警報の危険度分布」の活用について 

 

平素より、防災行政の推進に御尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

近年、平成29年７月九州北部豪雨災害など、集中豪雨等により急激に水位が上昇する傾向

がある中小河川において、多数の死者・行方不明者が発生するなど、甚大な被害が生じてお

ります。 

消防庁では先般、「平成29年７月九州北部豪雨災害を踏まえた避難に関する今後の取

組について」（平成29年12月８日付け府政防第1546号・消防災第160号）において、

水害発生のおそれがある場合に避難勧告等の発令の引き金となる情報を整理すること

や洪水予報河川・水位周知河川以外の「その他河川」に係る避難勧告等の発令基準を

策定することなどについて、要請しているところです。 

この度、消防庁において、関係自治体及び気象庁の協力のもと、平成 29年７月から

気象庁による提供が開始された新たな防災気象情報である「洪水警報の危険度分布」の

実例等について、別添のとおりとりまとめました。 

貴職におかれましては、貴都道府県関係部局及び貴管内市町村に対し、「洪水警報の

危険度分布」を有効に活用することを周知していただくとともに、「避難勧告等に関す

るガイドライン」（平成 29年１月内閣府（防災担当））も参考の上、貴管内市町村に

よる「洪水警報の危険度分布」を活用した避難勧告等の発令基準の策定に当たり、必要

な支援をお願いいたします。 

 また、気象台と連携の上、各地域の洪水害の実例について、「洪水警報の危険度分布」

の変化と実際の河川氾濫の状況の関連性等を検証し、「洪水警報の危険度分布」の有効

性を確認するとともに、さらなる精度向上に向け、気象台による検証等に積極的にご協

力してくださるようお願いいたします。 

 

 

 

【担当】 

消防庁国民保護・防災部防災課 

光永災害対策官、和田係長、加藤事務官 

電 話：03-5253-7525 

F A X：03-5253-7535 

















































Ⅲ 「洪水警報の危険度分布」の確認方法等

「洪水警報の危険度分布」を確認する方法は以下のとおり。 

① 気象庁のホームページ（URL: http://www.jma.go.jp/jma/index.html）上の「大雨・

洪水警報の危険度分布」をクリックする。 

②土砂災害警戒判定メッシュ情報が表示されるので、「洪水警報の危険度分布」をクリック

する。 
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③このように表示されるので、内容を確認の上「留意事項」を閉じる。

④この画面の「＋」をクリックすると拡大されるので、地図をドラッグして移動させなが

ら調節する。 

拡大していくと河川名が

表示される 
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 なお、降雨時には、洪水害のみならず、土砂災害、内水氾濫等が発生するおそれもあるた

め、「洪水警報の危険度分布」以外に以下の３つの防災気象情報も合わせて確認し、多角的

に分析しながら災害対応を行うことが重要であることにもご留意いただきたい。 

＜大雨の際に「洪水警報の危険度分布」と併せて確認すべき防災気象情報＞ 

① 高解像度降水ナウキャスト

気象レーダーや国土交通省 XRAIN のほか、

全国の雨量計等の観測データを利用し、降水

域の内部を立体的に解析して、250m 解像度の

降水分布を 30分先まで予測し、表示。 

② 土砂災害警戒判定メッシュ情報

土砂災害警戒情報及び大雨警報等を補足す

る情報で、５km 四方の領域（メッシュ）ごと

に土砂災害発生の危険度を５段階に判定した

結果を表示。避難にかかる時間を考慮して、危

険度の判定には２時間先までの土壌雨量指数

等の予想を使用。 

③ 大雨警報（浸水害）の危険度分布

大雨警報（浸水害）を補足する情報で、短時

間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの

予測を示す。１時間先までの表面雨量指数の

予測値が大雨警報（浸水害）等の基準値に到達

したかどうかで、危険度を５段階に判定し、結

果を地図上に表示。 
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Ⅳ まとめ 

洪水による被害は、河川水位の上昇に伴う堤防の決壊や溢水等によって発生するため、

水位等の河川の状況や堤防等の施設の異常に係る情報に基づき、避難勧告等の発令を判断

することが基本であり、水位計や監視カメラ等により現地の状況を確認することが重要で

ある。 

このため、洪水害に係る避難勧告等の発令基準については、こうした水位の実況値が基

本的な判断材料となるが、急激な水位上昇の危険を事前に覚知して前もった対応ができる

ようにしたり、氾濫発生の前に一定の猶予時間を確保したりするため、水位予測や上流の

水位、「洪水警報の危険度分布」等の水位上昇の見込みに関する情報を組み合わせることが

有効である。 

「その他河川」は、氾濫危険水位や避難判断水位等が設定されておらず、洪水予報河川

や水位周知河川に比べて得られる情報が少ないが、本稿では、こうした「その他河川」に

おいても、洪水害発生の危険度の高まりを河川毎に視覚的に確認できる「洪水警報の危険

度分布」を活用することにより、河川が氾濫して大きな被害が発生する前に避難勧告等を

発令することが可能であった事例等を紹介した。 

紹介した事例等は一部に過ぎず、「洪水警報の危険度分布」において洪水害発生の危険度

が高まる前に河川氾濫が発生した事例や、逆に「洪水警報の危険度分布」において洪水害

発生の危険度が高まったものの河川が氾濫しなかった事例等もあるところであり、「洪水警

報の危険度分布」の基となる「流域雨量指数」や危険度を判定する「基準値」については、

なお一層の精度向上が求められる。 

しかしながら、「その他河川」は多くの場合、水位計等が設置されていなかったり、水位

設定がされていないのが現状であり、「その他河川」についても、水位計等が設置されるま

での暫定的な対応として、現地情報と合わせて、「洪水警報の危険度分布」を活用すること

をご検討いただきたい。 

 「洪水警報の危険度分布」においては、河川流域毎かつ市町村毎に過去 25年程度の洪水

害発生時の「流域雨量指数」の値を網羅的に調査した上で設定した基準値により危険度の

高まりを判定しているため、ダムや貯水池などの整備が進んだことなどにより、過去に災

害が発生していない地域では基準値が高く設定されるなど、河川整備の効果が間接的に反

映される。 

危険度に係る予測精度の向上には、基準値の妥当性が大変重要であることから、河川整

備の状況等を適切に反映させるなど、基準値を定期的に確認・評価する必要がある。 

このため、気象台から、「洪水警報の危険度分布」等の防災気象情報と災害の発生状況、

市町村の防災対応等の関係に関して、共同での振り返りや市町村毎の基準値の見直し等に

ついて相談があった場合には、被害の通報等も含めた被害発生場所・時刻の記録を共有し、

情報の有効性を確認するなど、積極的に協力していただきたい。 
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